
１．被保険者数の将来推計

Ｈ25年度 Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ32年度 Ｈ37年度

42,243 42,002 41,446 40,890 40,334 38,672 35,826

12,569 12,951 13,061 13,171 13,281 13,399 12,830

65～74歳 6,244 6,466 6,491 6,516 6,541 6,392 5,412

75歳以上 6,325 6,485 6,570 6,655 6,740 7,007 7,418

14,619 14,304 14,049 13,794 13,539 12,868 12,002

15,055 14,747 14,336 13,925 13,514 12,405 10,994

29.75% 30.83% 31.51% 32.21% 32.93% 34.65% 35.81%

資料１　介護保険事業量の見込

年齢区分別被保険者数の推計

高齢化率

第１号被保険者

第２号被保険者

人　　　口

40歳以下

　被保険者については、第１号被保険者（６５歳以上）は平成３２年度にピークを迎え、１３，３９９人
と見込んでいます。
　また、人口の減少に伴い高齢化率は年々上昇し、平成２９年度には約３３％に達すると見込まれていま
す。

【被保険者の推計の考え方】 
 
 住民基本台帳の人口を元にコーホート要因法で総人口と高齢者人口（第１号被保険者）
の将来動向を推計しました。  

被保険者数の推計 

（注） 
本資料の推計値・見込みは、現時点での
推計のため、今後の検討等で変更の可能
性があります。 
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Ｈ25年度 Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ32年度 Ｈ37年度

232 216 267 268 292 331 348
348 403 408 426 444 470 486
426 444 474 513 527 579 613
383 413 417 434 440 475 502
254 296 303 317 331 366 394
283 277 306 310 323 354 381
243 236 269 269 286 323 348

2,169 2,285 2,444 2,537 2,643 2,898 3,072

Ｈ25年度 Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ32年度 Ｈ37年度

16.8% 17.2% 18.2% 18.7% 19.3% 21.0% 23.4%

16.3% 17.0%

要支援２

要介護１

認定率の推移

認定者数の推移

要支援・要介護度別認定者数の推計

　第１号被保険者数に対する認定者数の割合は第５期計画策定時の見込みを上回っています。
  認定者数は第２号被保険者も含めていますが、大部分が第１号被保険者であることから、認定率について
は第１号被保険者に対する認定者の割合を認定率としています。

第５期計画

第６期計画

合　　　　計

２．要支援・要介護認定者数の推計

要介護４

要介護５

要支援１

要介護３

要介護２

【認定者数の推計の考え方】 
  
 現状における性別・年齢別人口に占める要支援・要介護度別認定者数の比率（認定者の出
現率）を求め、これを将来の性別・年齢別人口に乗じることで将来の認定者数を推計しまし
た。  
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（１月当たりの利用者数）

Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ32年度 Ｈ37年度

398 418 248 290 317

28 30 32 49 55

126 131 135 171 190

20 20 21 30 33

27 28 29 36 40

642 600 394 456 499

120 126 130 148 159

56 58 59 73 82

22 24 24 31 34

135 143 180 210 210

510 534 548 646 703

16 17 19 21 23

32 34 35 43 47

32 33 34 41 45

96 97 99 102 102

1 1 1 1 1

0 58 59 68 75

18 20 20 23 24

1,124 1,187 1,224 1,388 1,495

265 265 265 265 265

102 102 102 102 102

107 107 107 29 29

3,877 4,033 3,765 4,223 4,530

介護老人保健施設

認知症対応型共同生活介護

特定施設入居者生活介護

（５）介護保険施設サービス

福祉用具貸与

３．給付対象サービスの利用者数の見込み

（１）居宅介護（予防）サービス

訪問介護

訪問入浴介護

訪問看護

＊介護（予防)給付利用者数の見込み＊

合　　　　　　　　計

居宅療養管理指導

（２）地域密着型サービス

（３）住宅改修

（４）居宅介護支援

福祉用具購入

認知症対応型通所介護

小規模多機能型居宅介護

短期入所生活介護

短期入所療養介護

介護療養型医療施設

地域密着型通所介護

介護老人福祉施設

訪問リハビリテーション

通所介護

通所リハビリテーション

地域密着型老人福祉施設

【利用者数の見込みの考え方】 
○現状の居住系施設、サービス事業所の設置数を基に推計しました。 

○各サービスの利用者は、推計認定者数に現状のサービス別の利用率を掛け合わせ算出しました。 

  ＊サービス別利用者数 ＝ 認定者数×利用率 

○介護保険制度の改正内容を次のとおり反映しました。 

 ・平成28年度から定員18名以下の通所介護事業所が地域密着型サービスへ移行することから、 

  移行見込み分を計上します。 

 ・平成29年度から要支援者の訪問介護、通所介護が介護予防給付から地域支援事業に移行する 

  ことから、移行見込み分を地域支援事業費に計上します。 

○緑寿園の建替により、軽費老人ホーム及び養護老人ホームの特定施設入居者生活介護指定を 

 29年10月から見込みました。 

○介護療養型医療施設は、老人保健施設等への転換期限が平成29年度末までとなっており、30年度 

 以降は未定として介護給付から除きました。 

3



（単位：千円）

Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ32年度 Ｈ37年度

177,075 185,651 154,643 198,359 221,298

17,833 19,219 20,426 30,991 34,903

50,662 52,370 54,256 70,079 77,775

4,907 5,054 5,093 6,990 7,807

2,835 2,926 3,011 3,678 4,017

398,405 367,350 280,882 330,438 363,364

84,983 90,578 94,175 110,980 121,107

47,518 49,403 51,024 64,880 72,597

14,556 14,857 15,197 20,199 22,582

257,155 271,203 343,891 396,721 396,721

57,749 59,806 62,329 82,135 91,490

5,903 5,990 6,128 6,975 7,512

45,019 47,178 47,870 58,741 64,866

69,969 73,014 73,971 92,749 103,728

271,610 275,773 281,680 290,021 290,021

2,835 2,835 2,835 3,271 3,658

0 41,248 41,971 49,376 54,296

12,754 15,012 15,588 17,327 18,480

142,890 151,639 155,244 180,841 197,272

745,390 752,167 759,399 759,399 759,399

301,360 301,360 301,360 301,360 301,360

445,622 445,622 445,622 121,116 121,116

3,157,030 3,230,255 3,216,595 3,196,626 3,335,369

介護療養型医療施設

合　　　　　　　　計

地域密着型通所介護

（３）住宅改修

（４）居宅介護支援

（５）介護保険施設サービス

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

認知症対応型共同生活介護

地域密着型老人福祉施設

認知症対応型通所介護

小規模多機能型居宅介護

福祉用具購入

（２）地域密着型サービス

特定施設入居者生活介護

福祉用具貸与

短期入所生活介護

短期入所療養介護

通所介護

通所リハビリテーション

訪問リハビリテーション

居宅療養管理指導

訪問入浴介護

訪問看護

訪問介護

（１）居宅介護（予防）サービス

４．介護保険給付費の見込み

＊介護（予防)給付費の見込み＊

【給付費の見込みの考え方】 
○介護（予防）給付サービス利用者数推計と同じ前提条件で、各サービスごとの給付費を推計 

 しました。 

○第６期（平成２７年～２９年度）における介護保険事業のサービス給付見込み額は、 

 約１０３．８億円となります。 

 これに地域支援事業に係る費用約４．４億円を加え、総額は１０８．２億円となります。 

 これにより第１号被保険者の負担分相当額は２３．８億円（１０８．２億円×２２％）と 

 なりますが、さらに調整交付金、基金の繰入等を勘案し収納すべき額を算定します。 
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（単位：千円）

Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 合　　　計

3,413,705 3,490,310 3,479,994 10,384,009

介護給付費総額 3,157,030 3,230,255 3,216,595 9,603,880

特定入所者介護サービス等給付費 150,000 150,000 150,000 450,000

高額介護サービス等給付費 103,660 106,920 110,180 320,760

審査支払手数料 3,015 3,135 3,219 9,369

102,320 104,614 233,400 440,334

3,516,025 3,594,924 3,713,394 10,824,343

2,381,355

＊介護保険事業費等の見込み＊

標準給付見込額

地域支援事業費

合　　計（介護保険事業費等総額）

第１号被保険者介護保険料負担分相当額（　10,824,343 × 22％  ）
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